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Abstract

In Japan, municipalities have been advancing the implementation of accrual accounting, utilizing 

corporate accounting expertise, to improve the efficiency of fiscal and administrative management. 

Quantitative evaluations of technical inefficiency using methods such as the Stochastic Frontier Model 

要　　旨

　我が国の基礎自治体では，企業会計のノウハウを活用した発生主義会計の整備が進み，行財政
運営の効率化が図られてきた。基礎自治体の現状把握や課題抽出のため，確率的フロンティアモ
デル（SFM）などによる技術的非効率性の定量評価は有用と考えるが，既存研究は「統一的基準
に基づく地方公会計」の整備前であり，現金主義会計に基づく評価に限られている。
　そこで本研究では，発生主義会計と現金主義会計のそれぞれの技術的非効率性値を評価，比較
した。さらに，年少人口比率の減少が歳出総額（現金主義会計）に有意な影響を与える一方，経
常費用（発生主義会計）には統計的に有意な影響がないことも確認した。分析を通して，発生主
義会計の導入が基礎自治体の行財政運営の効率性評価に新たな視点の提供や課題抽出を可能にす
ることを示し，人口動態の変化が基礎自治体財政に与える影響についても，会計方式の違いによ
る評価の差を明らかにした。
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(SFM) are considered useful for understanding the current state of municipalities and identifying 

issues. However, existing research has been limited to evaluations based on cash-basis accounting, as 

it predates the establishment of the “Unified Standards for Local Public Accounting.”

In this study, we compare the technical inefficiency values derived from both accrual accounting 

and cash-basis accounting, demonstrating a significant difference between the inefficiency values. 

Additionally, we confirm that while a decrease in the ratio of the young population has a statistically 

significant impact on total expenditure (cash-basis accounting), it has no statistically significant effect 

on current expenses (accrual accounting). Through this analysis, we show that the introduction of 

accrual accounting enables new perspectives in evaluating the efficiency of fiscal and administrative 

management in municipalities, as well as facilitating the identification of issues. Moreover, we 

elucidate the differences in assessing the impact of demographic changes on municipal finances due 

to variations in accounting methods.
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は じ め に

　我が国の基礎自治体は，少子高齢化に伴う人口減少および長期的な経済停滞など，厳しい社会
経済環境に直面している。その為，基礎自治体の経営に抜本的な改革が求められ，様々な取組み
が推進されてきた。具体的には，行政評価を中核とするNPM（New Public Management）の概念導
入，規模の経済性を追求した平成の大合併，都市構造の集約化を目指すコンパクト・シティ構想
などが挙げられる。こうした文脈を背景に，企業会計のノウハウを活用する発生主義・複式簿記
（以下，発生主義会計という）の整備が進み，基礎自治体経営の効率化に向けた取組みがなされて
きた。
　その上で，会計の違いを考慮して基礎自治体の現状の効率性を定量的に把握し，課題を抽出す
るという観点から，確率的フロンティアモデル（Stochastic Frontier Model: SFM）をはじめとした
技術的非効率性の定量評価は有用と考える。しかしながら，既往研究は後述する「統一的基準に
基づく地方公会計」の整備前のため，データの物理的制約により現金主義・単式簿記（以下，現
金主義会計という）に基づいた技術的非効率性値の評価にとどまっている。
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　そこで本研究では，発生主義会計に基づく会計情報を利用して，基礎自治体経営の技術的非効
率性値を評価するとともに，現金主義会計に基づく会計情報を用いた技術的非効率性値も同時に
評価し，評価の過程で導出する歳出総額関数（現金主義会計）及び経常費用関数（発生主義会計）
のパラメータ推定値も含めて両者の比較を行う。
　なお，異なるデータを用いて技術的非効率性値を評価すれば，非効率性値や各関数のパラメー
タ推定値に差が生じることは自明である。しかし，一般に現金主義会計は現金の動きという短期
的な財政状況を示すのに対し，発生主義会計は減価償却費や各種引当金などを含み，長期的な視
点で財政状況をとらえられるという特徴がある。このことを踏まえると，技術的非効率性値やこ
の評価の過程で導出する歳出総額関数（現金主義会計）及び経常費用関数（発生主義会計）に同
じ説明変数を使用した場合，パラメータ推定値に単なるデータの違いだけではなく，財政の短期
的側面（現金主義会計）と長期的側面（発生主義会計）を反映した解釈上意味のある差異が生じ
ると考えられる。
　以上を踏まえ，本研究の目的を1．既往研究では評価されていない発生主義会計に基づいて技術
的非効率性値を評価すること，2．非効率性値の評価の過程で導出する歳出総額関数（現金主義会
計）及び経常費用関数（発生主義会計）のパラメータ推定値の比較を行うこと，3．会計間での技
術的非効率性値の比較を行うことの3つとする。
　発生主義会計に基づく技術的効率性の評価は，既往研究には無い新規性を有する独自の研究で
あるとともに，基礎自治体内部における発生主義会計の利活用の検討に資する政策的意義を有す
る研究と考える。
　本稿の構成は次のとおりである。続く1節では地方公会計改革をめぐる動きとその効用を整理し
たうえで，既往研究における効率性評価の課題を述べる。2節は実証分析として，発生主義会計お
よび現金主義会計のそれぞれの会計情報をもとに技術的非効率性値の評価とパラメータ推定値を
含めた解釈を行う。3節は結論と今後の課題である。

1．地方公会計と効率性

1.1　地方公会計の整備
　基礎自治体が採用する会計制度は，一般に官庁会計と称され，民間企業が採用する企業会計と
は明確に区別されてきた。しかしながら，企業経営・会計の知見を基礎自治体の行財政運営に活
用するためには，1.2節にて述べる発生主義・複式簿記の効用に鑑み，発生主義会計を基本とする
企業会計の手法を地方公会計へ導入することが不可欠である。この認識に基づき，1999年2月に
経済戦略会議が提言した「日本経済再生への戦略」において公会計制度の改革が提唱されて以降，
地方公会計の整備が段階的に推進されてきた（表‒1参照）。この過程は，基礎自治体の行財政管理
の近代化と透明性向上への重要な一歩として位置付けられる。

1.2　発生主義・複式簿記の効用
　統一的基準による地方公会計の整備が求められる前までは，一部の先進的な取組みを除き基礎
自治体においては現金主義会計のみが採用されてきた。現金主義会計では，主に現金の動きとい
う短期的な情報のみを記録するのに対して，発生主義会計では，現金の動きを伴わない減価償却
費や各種引当金等の長期的な情報も記録することとなる。また現金主義会計においては，地方債
元金償還金を公債費として記録するが，発生主義会計では地方債の利払いは記録するものの，企
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業会計と同様に地方債元金償還金を公債費（経費）としては記録しないという特徴がある。注1）

　上記以外にも現金主義会計と発生主義会計とでは異なる点はあるが，発生主義会計を展開する
ことの効用として次の2点を挙げておきたい。1つ目が維持管理・更新計画の策定を含めた管理会
計的情報の得やすさ，2つ目が説明責任の向上である。
　まずは1つ目の管理会計的情報の得やすさについて。一般企業にみられる管理会計（公開義務
や作成基準は無い）の概念を基にすれば，現金主義会計から発生主義会計に変更することにより，
基礎自治体内部における予算策定やコスト管理，政策立案など基礎自治体経営に資する庁内向け
の会計情報（地方版管理会計）を得やすくなる効用がある。
　現金主義会計においては，フローの動きという短期的な情報のみを記録することから，資産や
負債の全体像を把握することが困難であり，基礎自治体財政の長期的な計画策定に支障をきたす
可能性がある。一方で，発生主義会計においては，固定資産（土地・建物・設備等），流動資産（現
金・預金等），負債（地方債や未払金等）を全て記録するとともに，公共施設等の減価償却費を把
握する。

表-1　地方公会計の整備

出典：山浦ほか（2021），総務省HP（最終確認日：2024 年 5 月 30 日）より著者作成
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　このことから，公共施設等の耐用年数が明らかとなり，総務省が推進する公共施設等総合管理
計画にみられる維持管理・更新計画を立てやすくなる。
　さらに，管理会計的情報と関連するものとして，国土交通省が推進する立地適正化計画にも触
れておこう。立地適正化計画は，都市構造のコンパクト化を目指すものである。都市構造のコン
パクト化によって基礎自治体財政が改善することについては川崎（2009），関口（2012），沓澤
（2016），竹本・沓澤・赤井（2019）などにより学術的に実証されている。しかし，例えば小中学
校の統廃合を進める場合，その財政効率化のインパクトは現金主義会計と発生主義会計で異なる
可能性がある。統廃合後の施設を社会教育施設や地域交流の場として用途転用し，行政財産とし
て保有し続ける場合，統廃合の前後比較で大きな差異は両会計ともに小さいと考えられる。しか
し，行政財産を除却する場合，法定耐用年数内であれば減価償却費が削減されることから，発生
主義会計においてコンパクト化の効果がより明確に表れる。
　2つ目の説明責任の向上について。発生主義会計では財務諸表の作成が容易になる。そもそも
一般企業において財務諸表は，法令に基づいた基準に従って作成され，ステークホルダーに対
して公表される。一般に財務諸表は貸借対照表（Balance sheets），損益計算書（Profit and loss 

statements），キャッシュフロー計算書（Cash flow statements），株主資本等変動計算書（Statements 

of changes in net assets），附属明細書（Annexed detailed statements）の5つの書類からなり，そ
の内，貸借対照表，損益計算書，キャッシュフロー計算書を財務3表という。総務省の「統一的
な基準による地方公会計マニュアル（令和元年改訂版）」によれば地方公会計においては，貸借
対照表（BS），行政コスト計算書（PL），資金収支計算書（CF），純資産変動計算書（Net worth 

statements）の財務4表からなる。統一的な基準で財務4表を作成することにより，他の基礎自治
体や異なる年度との詳細な比較が可能となり，住民（議会）への説明責任を一層果たすことが期
待されている。

1.3　歳出総額（現金主義・単式簿記）と経常費用（発生主義・複式簿記）との比較
　前項にて概略を説明したとおり，現金主義会計と発生主義会計とは大きく異なる。そのことを
念頭に置きつつ，これまでの現金主義会計に基づく決算カード（普通会計）と，発生主義会計に
基づく行政コスト計算書（一般会計等）を比較する。ただし，先に留意点を3点述べておく。第1
の留意点は普通会計と一般会計等の範囲の差である。普通会計は「一般会計に加え地方公営事業
会計に係るもの以外の特別会計の純計額」である。一方，一般会計等は普通会計と概ね同様の範
囲だが，地方財政統計における想定企業会計の分別注2）は行われていない点で異なる。このことは
収益事業会計の扱い等に影響を与える。例えば，競輪事業特別会計において収益が発生している
場合，競輪事業特別会計の一般会計繰出金が，決算カード（普通会計）の歳入（繰入金）に反映
されるものの，歳出には影響を与えない。しかし，一般会計等においては，競輪事業特別会計に
おける歳出も，行政コスト計算書の各科目に仕分けされ，例えば勝者（勝馬）投票券払戻金が「そ
の他の業務費用」の「その他」に反映される（車券（馬券）発売収入等は経常収益に反映される）。
この点については次節の実証分析において，その他の業務費用のその他を除いたデータを整備し
て，この影響を緩和する。
　第2の留意点は決算カードと行政コスト計算書の科目の意味する範囲が異なるという点である
（表-2）。例えば決算カードと行政コスト計算書には人件費という科目がある。しかし決算カード
の人件費には各種引当金は含まれないのに対し，行政コスト計算書の人件費には含まれる。また
決算カードにおける普通建設事業費は，発生主義において資本的支出に分類されるものであり，
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固定資産の取得原価に加算されたうえで，行政コスト計算書に対して減価償却費という形で耐用
年数に応じ，定額法により年数で分割計上されるものである。
　第3の留意点は，決算カードにおける経常（的）経費と，行政コスト計算書における経常費用の
名前の類似性による混同の可能性である。決算カードにおける経常（的）経費は義務的経費に物
件費，維持補修費，補助費等を加えたものであり，投資的経費（普通建設事業費，災害復旧事業
費，失業対策事業費）や繰出金，積立金，投資・出資金・貸付金，前年度繰上充用金は含まれない。
一方，行政コスト計算書における経常費用は費用総額を意味する。
　3つの点を踏まえると，決算カードと行政コスト計算書との間の科目間比較から得られる情報は
少ないと考えられる。一方で，決算カードにおける歳出総額と，行政コスト計算書の経常費用は
「歳出の総額」という点で類似性がある。そこで本研究では以下，歳出総額と経常費用に焦点を
絞って比較していく。
　表-3は次節以降の実証分析の対象とした基礎自治体について，2018年度から2021年度の4年度
間の経常費用に対する歳出総額の比率（歳出総額÷経常費用）を計算したもののうち，数値の低
位と高位のそれぞれ20団体を示したものである（記述統計は分析対象基礎自治体全ての数値）。こ
の数値が1を超える基礎自治体は，歳出総額が経常費用よりも大きいことを示す。表-3より，こ
の比率が1を超える団体の割合は9割を超え，2018年度で91.650％であったものが，2021年度には
96.187％へと4.5%ポイント増加している。比率の平均値を見ると，2018年度は1.162で2021年度
は1.181であり，16％～ 18％程度歳出総額が経常費用よりも大きく，4年度間の変化は2％ポイン
トほどの増加である。
　当該比率高位20団体を見ると，福島県浪江町，岩手県陸前高田市や熊本県益城町など地震等に
よる被災地が多く，また町村部に多いことがうかがえる。
　低位20団体を見ると，新潟県弥彦村が極めて低い。弥彦村が極端に低いのは全国唯一の村営競
輪（競輪事業特別会計）によるところが大きい。弥彦村の2021年度決算歳出総額は52億6,685万1
千円であるのに対し，経常費用は285億7,700万円であり，その内，その他の業務費用のその他が
約174億円を占めている。この様な特異的な影響をコントロールする為，次節の実証分析において

表-2　決算カード（現金主義・単式簿記）と行政コスト計算書（発生主義・複式簿記）の科目
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は経常費用とは別途，その他を除く経常費用としてデータを整備して，この影響を緩和していく
（参考までにその他を除く経常費用に対する歳出総額の比を求めた表-4も参照されたい）。

1.4　効率性評価（技術的非効率性）
　現状の効率性を把握し，課題を抽出するという観点から，SFMをはじめとした評価方法によっ
て基礎自治体ごとの技術的非効率性を定量評価することは有用と考える。例えば非効率性値の低
い（効率的である）基礎自治体をベストプラクティスとして抽出することができ，そこでの実践

表-3　経常費用に対する歳出総額の比
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から他の基礎自治体が改善に取組むことが可能となる。また非効率性の高い（非効率である）基
礎自治体を要改善自治体として抽出することができ，早期の対応が可能となる。加えて非効率性
値という定量化した指標により，基礎自治体経営の効率性が客観化・透明化され，説明責任を果
たすことにもつながる。
　しかしながら，既往研究は統一的基準による地方公会計の整備前のため，データの物理的制約
により現金主義会計に基づいた技術的非効率性値の評価にとどまっている。なお，鷲見（2000a, 

2000b），近藤・小川（2020），Dorn, Gaebler & Roesel（2021），Kondoh & Ogawa（2023）など，地

表-4　その他を除く経常費用に対する歳出総額の比
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方公会計改革への取組みと歳出（現金主義）の関係についての既往研究はある。しかし，地方公
会計改革のねらいの一つが，発生主義会計によるコスト情報の見える化であることを踏まえると，
現金主義会計に基づく歳出のみならず，発生主義会計に基づく行政コスト計算書等を活用した技
術的非効率性の定量評価も求められる。

2．実証分析

2.1　推定モデル
　Aigner et al. （1977），Meeusen and Broeck（1977），Battese and Corra（1977）の論文以降，確率
的フロンティアモデル（Stochastic Frontier Model: SFM）を利用した研究は多く挙げられる。例え
ば国外の研究として，2010年から2014年にかけてのEnglandにおけるsub-regionの公共部門の効
率性を評価したBeidas-Strom（2010），Flanders地方の市町村の効率性を評価したGeys（2006）の
ほか，我が国においては林（2002），山下（2002），赤井他（2003），齊藤（2011），Nakazawa（2013），
宮下（2016）などが挙げられる。このように国内外においてSFMを利用した研究蓄積がなされ
ているところである。そこで本研究では，複数年かつ複数基礎自治体のデータによるunbalanced 

panel dataを用いたSFM 注3）による分析を行う。
　設定する確率的フロンティア歳出総額関数及び経常費用関数（経常費用，その他を除く経常費
用）は次の式で示すとおりである。

lnC
i,t

 = lnC(y
i,t

, w
i,t

, z
i,t

) + u
i,t

 + v
i,t

u
i,t

 ~ N+( , 
2)(i, i, d), v

i,t
 ~ N(0, 

v
2)(i, i, d)

ここで，iは基礎自治体，tは年度，Cは市町村の歳出総額や経常費用，またはその他を除く経常費用，
yは基礎自治体の地方公共サービス産出量，wは要素価格を含めた財政状況ベクトル，zは歴史的・
地理的特殊要因ベクトル，uは非効率項，vは通常の誤差項をそれぞれ表している。地方公共サー
ビス産出量yについて林（2002），赤井他（2003），Nakazawa（2013），宮下（2016）などは直接産
出量と間接産出量とを分け，地方公共サービス水準という代理変数を用いて直接産出量としてい
る。しかし地方公共サービス水準には恣意性の可能性が否定できない。そこで本研究ではこれら
を区別せず，一人当たりの地方公共サービス水準は都市区分（政令市，中核市，旧特例市等）の
差は認めつつ，都市区分以外は一律（同一都市区分であれば同じ）と仮定する。
　SFMには時間不変モデル（Time-invariant inefficiency model: TI model）及び時間変化モデル
（Time-varying decay inefficiency model: TVD model）の推定モデルがある。TI modelにおいては基
礎自治体ごとに非効率性の違いを見出すことはできるものの，時間の経過によって非効率性が変
化しないと仮定するものであり，TVD modelは基礎自治体間のみならず，時間の経過によっても
非効率性が変化する可能性があると仮定するものである。TI model及びTVD modelはそれぞれ，
次のような関数形が仮定されている。

　　　TI model:　u
i,t

 = u
i

　　　TVD model:　u
i,t

 = exp{-(t – T
i
)} u

i

　TI modelあるいはTVD modelのどちらを用いるかの判断は，TVD modelにおいての値を推定し，
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このの値が統計的に有意に0であるかどうかの検定による。

　　　  = 0　⇒　TI model

　　　≠0　⇒　TVD model

　本研究で用いるデータにおいては検定の結果，時間変化モデル（TVD model）を採用する。
　本研究の具体的な推定モデルは次のとおりである。

　lnC
i,t

 = 
0
 + 

1
 ln Pop

i,t
 + 

2
 lnYoung

i,t
 + 

3
 lnAged

i,t
 + 

4
 lnDwellable

i,t
 + 

5
 lnIncome

i,t

  + 
6
 lnWages

i,t
 + 

7
 lnReal

i,t
 + 

8
lnCurrent

i,t
 + 

9
Nuclear

i,t
 + 

10
Snow

i,t

 
 + 

11
 Special_Snow

i,t
 + 

12
Remote

i,t
 + 

13
Peninsular

i,t
 + 

14
Ogasawara_Amami

i,t

  + 
15

Okinawa
i,t

 + 
16

Seirei
i,t

 + 
17

Chukaku
i,t

 + 
18

Tokurei
i,t

 + 
19

FY2019_dummy
i,t

 
 + 

20
FY2020_dummy

i,t
 + 

21
FY2021_dummy

i,t
 + u

i,t
 + v

i,t

ここで，iは基礎自治体，tは年度，Cは基礎自治体の歳出総額や経常費用，またはその他を除く
経常費用，基本的情報（Fundamentals）としてPopは住民基本台帳人口，Youngは年少人口比率，
Agedは老年人口比率，Dwellableは可住地面積，Incomeは一人当たり課税対象所得額（年額）を
それぞれ表し，財政情報（Public finance）としてWagesは職員平均給与（給与・定員等の調査結
果等より作成），Realは実質収支比率，Currentは経常収支比率をそれぞれ表し，歴史的・地理的
特殊要因（Special area）としてNuclearは原発立地ダミー（0, 1），Snowは豪雪地帯ダミー（0, 1），
Special_Snowは特別豪雪地帯ダミー（0, 1），Remoteは離島ダミー（0, 1），Peninsularは半島ダ
ミー（0, 1），Ogasawara_Amamiは小笠原・奄美ダミー（0, 1），Okinawaは沖縄ダミー（0, 1），
Seireiは政令市ダミー（0, 1），Chukakuは特例市ダミー（0, 1），Tokureiは旧特例市ダミー（0, 1）
を，FY2019_dummyからFY2021_dummyは2018年度を基準年とする年度ダミーをそれぞれ表し
ている。なお，実質収支比率と経常収支比率については，宮下（2016）による内生性の指摘に従い，
1期ラグ（1年度前の数値）を利用する。

2.2　モデルにおける仮説（符号条件）
　本研究の目的と照らし合わせて，推定モデルに対し各変数の符号について仮説を提示していく。
改めて本研究の目的を振り返ると，第1の目的は，既往研究では評価されていない発生主義会計に
基づいた技術的非効率性値を評価すること，第2の目的は，非効率性値の評価の過程で導出する歳
出総額関数（現金主義会計）及び経常費用関数（発生主義会計）のパラメータ推定値の比較を行
うこと，第3の目的は，会計間での技術的非効率性値の比較を行うことである。これらのうち，符
号に対する仮説提示は第2の目的に対応するものである。
　少子高齢化のますますの進展に伴い，年少人口比率は低下をしていくことが予想される。その
結果，小中学校等の学校施設の統廃合が進むことも予想される。学校施設の統廃合は，現金主義
会計及び発生主義会計のどちらに対しても人件費の削減効果が期待されることから，歳出総額（現
金主義会計）及び経常費用（発生主義会計）に対して正の符号条件となると考えられる。しかし，
統廃合が進んだとしても，社会教育施設または地域の交流の場としての用途転用がなされ，行政
財産の除却が進まないことも同時に予想される。この場合，行政財産が法定耐用年数以内の場合，
減価償却費は継続的に発生することとなる。現金主義会計の場合，短期的な財政状況に焦点が当
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てられ，減価償却費が含まれないことから，学校教育における人件費の占める割合は発生主義会
計に対して大きくなり，年少人口比率の低下による歳出総額低下の効果は有意に正となることが
予想される。一方で，発生主義会計の場合，減価償却費を含めた長期的な財政状況に焦点が当て
られることから，用途転用に伴い行政財産を保有し続けることとなれば，年少人口比率の低下に
よる経常費用への影響は相対的に小さく，統計的に有意な影響を与えない可能性が考えられる。
実際に，転用の状況について，文科省「廃校施設等活用状況実態調査（2021年5月1日現在）」に
よれば，2002年度から2020年度に廃校した延べ数が8,580校に対し，現存する廃校数は7,398校あ
り，86.2％が除却されていない。
　以上のことを整理すると，次の仮説として表現できる。

仮説： 各関数において年少人口比率のパラメータは正の符号となるものの，現金主義会計におけ
るパラメータは統計的に有意な結果が得られ，発生主義会計のパラメータは統計的に有意
な結果が得られない

なお，この仮説は，上記に説明した行政財産に関する要因以外も含まれる可能性に留意する必要
がある。
　ここからは，残りの変数についての符号条件を整理していく。COVID-19（2020年3月11日に
WHOによるパンデミック宣言）のような世界的な伝染病への基礎自治体における対応の影響につ
いて考えると，現金主義会計や発生主義会計にかかわらず，大規模な自然災害や伝染病への対応
には政府支出が必要であることから，これらの発生年度を表す各年度ダミーは正の符号条件とな
ると予想される。注4）

　実質収支比率及び経常収支比率を除く全ての変数の符号条件について，これら変数は歳出総額
や経常費用，及びその他を除く経常費用を押し上げる要因と考えられ正である。一方，実質収支
比率や経常収支比率は財政再建団体の目安でもあり，これらの比率が高まると歳出改革を強く進
めると予想され符号条件は負である。
　このモデルの特徴として，歴史的・地理的特殊要因を考慮している点が挙げられる。具体的には
原発立地ダミー（Nuclear），豪雪地帯（Snow），特別豪雪地帯（Special Snow），離島振興（Remote），
半島振興（Peninsular），小笠原・奄美振興（Ogasawara Amami），沖縄振興（Okinawa）である。
原発立地については西川（2000）など先行研究にもあるが，豪雪地帯や各種振興エリアを明示的
に分析の枠組みに取り入れた研究は関口（2023），Sekiguchi（2024）など一部を除き限られている。
豪雪地帯や特別豪雪地帯，離島，半島，小笠原・奄美，沖縄には各種補助がなされていることか
ら，歳出総額や経常費用，及びその他を除く経常費用を押し上げることが予想され，符号条件は
正である。

2.3　データ
　本研究で使用するデータの記述統計は表-5に，また人口と歳出総額，経常費用及びその他を除
く経常費用の散布図は図-1に示した。分析期間は総務大臣通知に基づく整備期間終了（2017年度
末）を踏まえて，2018年度～ 2021年度の4年度間とし，分析対象は統一的基準による地方公会計
マニュアルに基づいて財務4表を提出した全市町村からなるunbalanced panel dataである。なお，
金額表示の変数については，都道府県庁所在地の2015年基準消費者物価指数（総合指数）により
実質化した。
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表-5　歳出総額関数及び経常費用関数の記述統計

図-1　 人口（lnpop）と歳出総額（lnexp）（左上），経常費用（lncost）（右上），その他
を除く経常費用（lncost_exclude）（左下）の散布図
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2.4　推定結果
　SFMの推定結果を表-6に示した。仮説との対応から，歳出総額関数（1）と経常費用関数（2），
（3）との違いに着目して推定結果を確認していく。年少人口比率のパラメータを確認すると，歳
出総額関数（1）および経常費用関数（2），（3）ともに正の値を示した。具体的には，年少人口比
率の1％の減少は，歳出総額に対して0.157％の統計的に有意な減少をもたらすことが示唆された。
経常費用に対しては0.048％または0.047％のそれぞれ正の推定値を得ているが統計的には有意な
結果を得られなかった，この結果は仮説と整合的である。すなわち，年少人口比率の低下により，
人件費などの短期的な費用科目の減少は期待できるものの，減価償却費などの長期的な費用科目
を含めた場合には，費用の減少を統計的に有意に確認することはできないということを示している。
　統計的に有意ではない原因の一つとして，小中学校の統廃合が進まないか，あるいは統廃合し
ても別用途への転用を行い，行政財産の除却がなされていないことが考えられる。なお，年少人
口比率には中学校までの医療費無償化等の影響も含まれる点に留意する必要がある。しかし，医
療費無償化は現金の動きを確認することができる短期的な現象であり，歳出総額関数及び経常費

注）***，**，* は 0.1％，1％，5％有意水準を表す。

表-6　歳出総額関数及び経常費用関数の推定結果
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用関数の両方に含まれており，本分析において医療費無償化の影響はすでにコントロールされて
いると考えられる。経常費用関数において年少人口比率のパラメータが必ずしも有意ではない理
由の全てを，用途転用や行政財産の不除却のみに帰することはできないが，このような問題を浮
き彫りにする観点からも，発生主義・複式簿記に基づいた会計情報の整備は重要であると考える。
　続いて年度ダミーの推定結果を確認していく。2018年度に対して2019年度は歳出総額関数（1）
において0.051，経常費用関数（2）（3）においてはそれぞれ0.037，0.038であるのに対し，2020年
度はそれぞれ0.322，0.287，0.288になるなど2019年12月初旬からのCOVID-19対応の影響を受けて，
歳出総額，経常費用，及びその他を除く経常費用が増加していることを確認した。
　最後に，本研究のモデルの特徴として採用した歴史的・地理的特殊要因の各変数について確認
していく。本研究の分析対象期間においては，原発立地ダミー，離島ダミー，小笠原・奄美ダミー
についてはいずれの関数においても統計的に有意な結果を確認できなかった。また統計的に有意
なパラメータの符号については，事前の予想と整合的であり，歳出総額および経常費用のそれぞ
れに対して各ダミー変数は正の値を確認した。

2.5　技術的非効率性評価値のモデルによる差
　前項の歳出総額関数（1）と経常費用関数（2），（3）の推定結果を基に，技術的非効率性を計算
し評価する。一般に費用関数に基づく技術的非効率性は1～無限大の値を取ることが知られ，1に
近いほど効率的で，数値が大きくなるにつれて非効率であることを示す。それぞれによる技術的
非効率性値の記述統計を表-7に示した。

表-7　技術的非効率性値の記述統計
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　本研究から得られた技術的非効率性値は，歳出総額については最小値1.013，最大値10.576，経
常費用については最小値1.012，最大値6.873，その他を除く経常費用については最小値1.013，最
大値6.943となり，いずれの関数を用いても基礎自治体間での技術的非効率性の較差が確認さ
れた。
　また歳出総額で求めた技術的非効率性値に対する経常費用と，その他を除く経常費用のそれぞ
れの相関係数を求めたものが表-8及び図-2である。いずれも正の相関が伺え，歳出総額において
技術的非効率性値が高い場合，経常費用やその他を除く経常費用における技術的非効率性値も高
いことが伺える。
　続いて技術的非効率性値の上位と下位の20団体について確認していく。技術的非効率性値の上
位と下位20団体を抽出したものを表-9に示した。表-9から，上位20団体および下位20団体とも
に類似の基礎自治体の名前が見られる。このことから歳出総額または経常費用にかかわらず，効
率的な基礎自治体経営をしているところは効率的に，そうでないところは非効率に経営している
と評価できる。
　一方で，北海道泊村，宮城県石巻市，新潟県弥彦村，山梨県丹波山村，愛知県豊根村，奈良県
上北山村，和歌山県高野町，高知県大川村に注目すると，歳出総額の技術的非効率性値の上位に
は含まれないが，経常費用やその他を除く経常費用の技術的非効率性値の上位には含まれている。
このことから，これらの基礎自治体は経常費用でみた効率性が低いことが示唆される。つまり，
歳出総額の技術的非効率性値のみでは把握できなかった基礎自治体の課題が明らかになる。具体
的にはこれらの基礎自治体に対して，経常費用の効率性を改善するため，行政財産の除却など公

表-8　技術的非効率性値の相関係数

図-2　技術的非効率性値の散布図
技術的非効率性値（歳出総額（縦軸）と経常費用） 技術的非効率性（歳出総額（縦軸）とその他除く経常費用）
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共施設等総合管理計画に基づいて資産の圧縮が必要であるという課題が浮かび上がる。

3．結　論

　我が国の基礎自治体は，少子高齢化に伴う人口減少および長期的な経済停滞など，厳しい社会
経済環境に直面している中において，企業会計のノウハウを活用する発生主義会計の整備が進み，
基礎自治体経営の効率化に向けた取組がなされてきた。その上で，基礎自治体の現状の効率性を
把握し，課題を抽出するという観点から，確率的フロンティアモデル（Stochastic Frontier Model: 

表-9　技術的非効率性値の上位と下位 20団体
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SFM）をはじめとした技術的非効率性の定量評価は有用と考える。しかしながら，既往研究は「統
一的基準に基づく地方公会計」の整備前のため，データの物理的制約により現金主義会計に基づ
いた技術的非効率性値の評価にとどまっていた。
　そこで本研究では，発生主義会計に基づく会計情報を利用して，基礎自治体経営の技術的非効
率性値を評価するとともに，現金主義会計に基づく会計情報を用いた技術的非効率性値も同時に
評価し，評価の過程で導出する歳出総額関数（現金主義会計）及び経常費用関数（発生主義会計）
も含めて両者の比較を行った。
　分析の結果，歳出総額に対して経常費用及びその他を除く経常費用のそれぞれの技術的非効率
性値は，有意に異なることを明らかにした。異なること自体は，別の会計情報を基に評価したも
のであり自明のことではあるが，基礎自治体によって，歳出総額上では非効率な基礎自治体とさ
れない基礎自治体が，経常費用上では非効率であるとされるように，歳出総額の技術的非効率性
値では抽出できなかった基礎自治体の課題を，発生主義会計によって抽出することができること
を明らかにした。
　また，技術的非効率性値の評価の過程で導出する歳出総額関数及び経常費用関数のパラメータ
間の比較から，年少人口比率の1％の減少は，歳出総額に対して0.157％の統計的に有意な減少を
もたらすものの，経常費用に対しては0.048％または0.047％のそれぞれ正の推定値を得ているが統
計的には有意な結果を得られなかった。この原因の一つとして，小中学校の統廃合が進まないか，
あるいは統廃合しても別用途への転用を行い，行政財産の除却がなされていないことが考えられる。
　以上，発生主義会計の導入は基礎自治体の行財政運営の効率性評価に新たな視点を提供し，現
金主義会計からは把握できない課題を抽出することを可能にすることを本研究は明らかにすると
ともに，人口動態の変化が基礎自治体財政に与える影響についても，会計方式の違いによる評価
の差を明らかにするものである。
　最後に，本研究に残された今後の課題を述べる。本研究では現金主義会計と発生主義会計との
違いに焦点を当てる目的から，発生主義会計の情報として一般会計等財務書類のデータを用いた。
しかしながら，財務書類としてはこのほかに全体財務書類（一般会計等に地方公営事業会計を含
めたもの）や連結財務書類（全体財務書類に一部事務組合や第三セクターなどの関連団体を加え
たもの）もある。全体財務書類や連結財務書類を利用することにより，基礎自治体経営の全体像
が見えてくるようになることから分析範囲を広げていく。また，本研究では財務4表のうち行政コ
スト計算書のデータを利用したが，その他の財務諸表も活用した総合的な研究が必要である。
　加えて，統一マニュアルにおいて指摘される通り，現行制度上，公有財産台帳等が現金主義会
計を前提としたものであり，資産の現在価額が明確でないことや，全ての資産を網羅することと
なっていないなど，一定程度の不完全性を有するものである。この点は時間の経過とともに改善
される見込みであることから，定点観測を行っていく必要がある。
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注
 注1） 令和3年度決算の基礎自治体公債費総計の内訳（地方債元利償還金＝元金＋利子＋一時借入金利子）は，

100％＝94.8％＋5.2％＋0.0％と元金償還が約95％を占めている．一般企業においては計上されないフ
ローの動きを費用として計上しており，公債費負担を過大評価していると言える．なお公債費は歳出
に対して約10％弱（本研究の分析対象団体・分析期間に限定すると2018年度が9.734％，2021年度が
8.740％）を占めている．

 注2） 地方財政白書によれば，想定企業会計の分別は「一般会計において経理している公営事業に係る収支を
一般会計と区分して特別会計において経理されたものとする取扱い」と定義されている．

 注3） SFM以外の効率性評価の手法としてはDEA（データ包絡線分析： Data Envelopment Analysis）やFDH

（Free Disposal Hull）モデルが挙げられる．DEAやFDHについては経済学的な解釈が困難であることか
ら，本研究ではSFMを採用した．

 注4） 会計の違いに着目すると，COVID-19に起因する地方税徴収の猶予や猶予に伴う猶予特例債の発行と償
還がなされたことが，歳出総額（現金主義会計）および経常費用（発生主義会計）との間に差異をもた
らす可能性がある．地方税徴収の猶予に伴い猶予特例債の償還期限は1年間と定められている．現金主
義会計においては地方債の償還を費用として計上する一方，発生主義会計においては費用として計上し
ない．すなわち，現金主義会計の方がCOVID-19への対応に係る費用を大きく評価する可能性を指摘で
きる．しかし，このことは会計間のデータの違いによるものと明確に区別することができないため，本
研究の分析対象とはしない．
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